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  Abstract

    John Barton' s  theory of machinery  has been investigated, mostly  with  special  attention

  to its motivating  Ricardo to alter his perspective on  how  the introduction of  machinery

  would  affect  workers.  However, in order  to capture  characteristics  of  Barton' s economic

  thought, his position on  the  Poor Laws, as  opposed  to Ricardo' s, also  need  to be investiga-

  ted. This  paper  examines  how  Barton' s  position on  the Poor  Laws  reflected  his economic

  thought,

     Barton criticized  Adam  Smith' s perspective that  increasing national  wealth  would  lead

  to higher real wages  and  thereby  higher population growth. Then  Barton rejected  the ar-

  gument  that rapidly  increasing popuiation  and  declining real  wage  could  be attributed  to

  the Poor Laws.

     He  argued  that improved productivity in central  and  south  American  mining  led to

  greater amount  of  precious metals  in circulation and  thereby  declining real  wages  in Eu-

  rope,  resulting  in increasing opportunities  for employment  and  higher population growth,

  From  this perspective Barton concluded  that the Poor Laws  contributed  to improved

  living condition  of  working  class.  This  paper  shows  that Barton' s position on  the Poor

  Laws  was  based on  his own  theory on  the relationship  among  growth  of  national  wealth,

  real  wages,  population, inflation and  income distribution.
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は じめに

　ジ ョ ン
・バ ー トン （1789−1852）

2〕
は，19世紀 前半 の イギ リス に あ っ て た だ機械導入 の 影

響の み を論 じた経 済学 者 と して ，学 説史上 ひそや かに記 憶 されて きた
3）

。 石井 （2003）は ，

こ の よ うなバ ー トン像 に疑問 を呈 し，彼は資本蓄積 と労働需要の 関係の み な らず，賃金 と労

働供給の 関係に も立 ち入 っ て， ス ミ ス 賃金論へ の 批判を展開 した こ とを示 した ，， そ して バ ー

ト ン は，貧困に つ い ての ス ミ ス 的 な認識 を根本 か ら覆そ うと した こ とを論 じた 。 しか しなが

ら，彼 の 経済学 的議論の 特徴が これ で すべ て明 らか となるわ けで は ない 。なぜ な らば，バ ー

トン は救貧法 を積極的 に評価 （Barton　l817 ；1820） した り，穀物法を擁護す る 立 場 をと る

（Barton　l833；1844）な ど，各種政策にお い て リ カ ー ドウ ら当時の 主流派 とは正反対 の 立場

を示 して い たか らで ある 。

　こ の よ うに政策的 な立場 が相違す る背景には，両者の さらなる理論的相違が 存在 して い た 。

バ ー
トン の 主著 『社会の 労働者階級の 状態」 （以後 『状 態』 と略記 ）で は，まず 1817年 の 下

院特別委員会報告書
4）
を取 り上げ，救貧法が労働者階級 の 状態 を悪化 させ て きた とす る 同報

告書 の 見解 の 問題点が ，ス ミス 賃金論へ の 批 判 的考察を通 じて論 じ られ る 。 さ らに，貨幣価

値の 継続的な下落が発端 とな っ て ，18世紀後半 〜 19世紀初め にイギ リス を含む ヨー ロ ッ パ

全般 で，実質賃 金の低下 と急 速な人 口増加 とが引 き起 こ された こ とが導出 され る 。 救貧法に

つ い て は，労働者階級の状態の悪化を改善するの にむ しろ貢献して きた とい う。 こ の ように，

救貧法に つ い て の バ ー トン の 立場 の 背後 には，ス ミ ス 賃金論批判 だ けで な く，イ ン フ レ
ー

シ ョ

ン と分配 の 問題 な ど，
バ ー トン特有 の 理論的考察が見 られる の で あ る 。

　そ こで 本稿で は，救貧法に対す る上 記報告書へ の バ ー
ト ン の批判 を足がか りに ，同法 に対

する彼 の 態度を検討する 。 そ の 上 で，バ ー トン の 経済学的議論の 特徴 を改め て 整理する とと

もに，その さらなる解明 に 向けて の 課題 に 言及 する こ と と した い
。

　構成 は以下の 通 りで ある。第 1節 で は．1817年 に公刊 された救 貧法 に つ い て の 下院特別委

員会報告書の 概 要を確認 し，バ ー トン は、同報告書の 理論的基礎に，ス ミ ス 賃金論を読み取 っ

て い た こ とを示す 。 第 2節で は，ス ミス 賃金論に対する バ ー
トン の批判を検討 し，歴 史的 ・理

論的な批判の うえで，ス ミス にお ける全般的富裕の 思想が否定 されて い るこ とを確 認す る 。 第

3 節で は，18世紀後半〜 19世紀初め イギ リス で の 急速 な人 口増加 と実質賃 金の 低 下は，救 貧

法に 由来する と した 上記報告書の 立 場を否定 した上 で，バ ー
トン が そ の原 因として与えた説明

に つ い て 考察す る 。 第 4節 で は r
こ の 時期の 急速 な人口増加 と実 質賃金低 下の 原 因をふ まえ

て，バ ー トン が救貧法 に対 して と っ た態度，またそ こか ら導出され る政策提言に つ い て論 じる 。

最後に結びで は，『状態』 における バ ー トン の 経済学 的議論の 特徴 を簡単 に整理す る とと もに，

今後の バ ー トン研 究に あた っ て の 課題 に 言及する 。
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第 1節　救貧法にかんする下院特別院会報告書

　本節で は まず最初に，1817年の 下 院特別委員会にお け る報告書の 概要を簡単に確認 して

お きた い 。18世紀後半か らの 急 速 な人 囗増加 と全 般 的な物価 騰貴，1795年か らの ス ピーナ

ム ラ ン ド方式
5）

， さらに は ナ ポ レ オ ン戦争末期 か らの 農業不況 と農村 の 窮 乏 は，教 区手 当の

増加 を もた ら し，救貧法 に対す る批判 を 強め た ． こ の よ うな状況 を うけて ，1816年の 英国

議会で は，農村の 窮乏 と教区手当の 増加が ill心的に 論 じられ る よ うに なる 。 1817年 2 月 1 日，

ブル ー
ア ム （Brougham ）は救 貧税負担が もっ ぱ ら農業資本家 に偏 っ て い る こ と，農村 の 窮

状は救貧法に原 因が ある とする演説を行 っ た 。 さらに 同月 21 日に は，カ
ー

エ ン （Cruwen ）が ，

ス ピーナ ム ラ ン ド方式を批判 し，救貧法の 運用 を当初の 方針 （エ リザベ ス 法
6）
）に戻すべ く

演説を行い ，救貧法 に関する特別委員会設置 を提案 した 。 これに よ り，ス タ
ージ ェ ス ・ボー

ン （Sturges　Bourne）を委員長と した 委員会が 設置 され る こ ととな っ た
7｝

。

　 こ の 特別委員会で は，30 人以上 の 救貧法 関係者 に よる証言 をふ まえて ，4 ヶ 月に わ た る討

議が 行わ れ た 。 そ して 同年 7 月 4 日には ，救貧法に つ い て の 最初の 総合的調査 とな っ た報告

書が 提出され た
8〕

。
こ こ で は，1813〜 15年の 救貧行政の 状況や ，公的 な救済制度を もた な

い ス コ ッ トラ ン ドの 状況 などをふ まえ，当時の 救貧 法運用に と もなう経 済的 ・道徳 的諸 問題

が集約的に 論 じ られ た 。 そ して ，救貧行政 は，労働能力をもた な い 者へ の 救済の み を認め る

エ リザ ベ ス 法の 精神に戻る べ きだ と い うこ とが 提言され た 。

　同報告書 で の 救貧法批判 の 根拠 は以下の とお りで ある
9｝

。 まず第
一

に，ス ピーナム ラ ン ド方

式の ような無差別な所得補助制度は，勤勉な人 と怠惰な人 とを同列に扱 うこ とで ，前者 の 就労

意欲 をくじくとされ る 。 また，将来 につ い て過 度に楽観的な見通 しを抱 かせ るこ とで ，無思慮

な行動へ の 歯止め を失わせ る こ とに も言及 され て い る、，教区手当は，労働者の節約や貯蓄 の妨

げとなるだけで な く，結婚及び人ロ増加 もまた促進する とい う。 か くして救貧法は，「人間を

勤勉 に し1 よい 行 い をす るようしむける 自然な衝動 を弱め，健康 で 活力の ある時期 に病気や老

齢時の た め の 必要に備える こ とを無用」に し、さ らに 「こ の よ うな強制的寄付は，ます ます増

加す る人口 を扶養する こ とを 目的 と した もの 」で ある と述べ られ て い る （Report，　7）。

　第二 に，救貧法は本 来で あれ ば生産的労働者の 雇用に あて られた はずの フ ァ ン ドを，別 の使

途に 変更させ る の で
， 就業労働者の 状態をむ し ろ 悪化させ る こ とが述 べ られ て い る 。 「最 も勤勉

な階層を含む社会の ほか の 人 々 は，さもなけれ ば雇用の供給に よ り役立 つ ように用 い られたで

あろ う財産か ら取 り上 げられ る税の 重荷 に よ っ て 圧迫 され て い る 。 さ らに，救貧税 （poor　rate ）

に よ り，各個人が 労働に費や す こ とが で きる基金が減少 させ られる程 度に応 じて，また同 じ程度

で労働の賃金が減少 させ られるの に応 じて，労働者 階級 に直接的な被害 をもた らす」（／bid．．8）

　 第三 に，公的 な手当に よる救済は，負担者の 顔を見えな くする こ とで ，受給者の感謝の念

を損 なわせ ，社会的 な対立 を刺激する と され る。「強制的施行 に基 づ くあらゆ る救済の ため

の体系は慈善とい う性格 を奪 い 去 るに ちが い ない 。 それゆえその 〔慈善 の 〕有益 な効 果を失
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う ； また その 救 済は慈善 の 衝動か ら生 じた もので は な い ので ．感謝の 感情を生み 出さず， し

ば しば社会の 上層 と下層の 階級の 利害を一
致 させ る の で は な く離反 させ るこ とを 目的 とした

性質 および習慣 を引 き起 こ す」 （Jbid．，7 ；〔〕は筆者に よ る）。

　ちなみ にバ ー トン は，上記 の第 1お よび第 2 の 論点 に着 目し。これ らは ス ミス 賃金論を理

論的基礎 とし て い る と考えて い た
IO）

。 「状 態』 では，上記 報告 書 に言及す る前 に， 「国富論』

第 1編第 8 章か らの 長文の 引用が行われ てお り（Barton　1817，　3−5 ：訳 ，11−13），こ こ か らバ ー

トン にお ける上記の 認識 をうかが い 知る こ とが で きる 。

　ス ミス は 『国富論」第 1編第 8章 にお い て，国富の 増加，もしくは収入と資本の 増加に ともな っ

て ，労働 の 維持に あて られる フ ァ ン ドも増加す る と論 じて い る 。 そ して労働需要が 増加すれ ば，

雇主は労働者確保の ため によ り高い 賃金を支払わ ざる をえな くなると い う （Smith　1937，　68−9 ；

訳 ，第 1巻 ，116−8）。 また，労働者 の 所得増加は，とくに乳幼児の 死亡率低下 に貢献す るこ とで ，

人口お よび労働供給の 増加 を促 進す るの で ，賃金上昇は労働需要増加に対応 する労働供給の 増

加をもた らすとされ る （Jbid．，79−80 ：訳 ，136）。 ス ミス に よれ ば 「豊かな労働 の 報酬は，富 の

増大の 結果で あるが T 同 じ くまた，人口 の 増加原因」（ibid．，　81；訳 ，
138）とい うこ とに なる 。

　上記 の ス ミ ス の 見解
11＞

に したが えば，人口増加 は 国富増加 と高賃金の 必然的帰結で ある 。

だが 18世紀後半〜 19世紀初め イギ リ ス で は，急速な人口 増加の
一

方で ，実 質賃金の 低下が

見 られ た 。 救貧 法批 判論者 に よれば， この状 況は 同法 に よ り人為的に生 じた もの で あ っ た 。

教区手当は労働の維持に あて られる フ ァ ン ドを減少 させ た一方，その支給 は労働者 の慎慮 を

欠落 させ ，不 要 な結婚 と人ロ増加を促進 させ た。こ れ ら の 結果 とし て ，実質賃金は本来ある

べ き水準 よ り低下す るこ とに なる とい う
12〕

。

　だが バ ー トン は， こ の よ うな説明に反対 し，別 の 説 明を提示 しよ うとす る 。 こ の 作業に あ

た っ て 彼は
， 救貧法批判論者たちの 説明の 基礎に ある と考えて い た，ス ミ ス 賃金論 へ の 反駁

を試み る 。 そこ で 次節で は，彼 の ス ミ ス 賃金論批判を考察する こ とに した い
。

第 2 節 バ ー
トンに よるス ミス 賃金 論 批判

　バ ー
トン は 『状態』 の 最初 の 部分 で， 16世紀か ら 191吐紀初頭 まで の イ ギ リ ス を例 に，国

富増加 もしくは資本蓄積 と人凵 増加 との 間には
，

一
定の 関係は 存在 しなか っ た こ とを導出し

よ うとす る
13）

。 こ の 歴史的批判 に続 い て ，バ ー
ト ン は ス ミ ス 賃金論に対す る理論的批判 を展

開して い る 。 ス ミス は，労働 需要 に つ い て は，資本蓄積 に比例 して増加する と論 じて い た 。

それに対 して バ ー トン は まず，総資本を構成する 要素 と して 流 動資本 （circulating 　capital ）

と固定 資本 （fixed　capital） とを挙げて い る 。 こ の 「流動資本 」 とは，賃金支払 い に用 い ら

れる資本で あ り，「固定資本」と は機械設備 の 購 入 に あて られ る資本で あ る。そ の 上 で バ ー

トン は ，労働需要 が増 加するか どうか は流動資本の 増加 に依存 するの で あ っ て ，総 資本 もし

くは固定資本の 増加 とは 関係 がない と して い る 。 「労働 に対 す る需要は，流動資本の 増加に
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依 存 して，固定資本の 増加に は依存 しない 」（Jbid．，1817，16 ： 訳 ，26）。

　次に バ ー トン は，資本家が追加資本 を固定資本形成 にあて るか，それ と も流動 資本 と して

用 い る か を決定す る の は，「労働 の 賃銀 がその 労働 の 全 生 産物 に対 して 占め る 割合」す なわ

ち付加価値総額に 占め る賃金の 割合で ある と して い る 。 商品価格が
一

定で 賃金 率が ド落する

か ， もしくは 賃金率
一

定で 商品価格が 上昇する場合 には 雇い 主の 利潤は増加する 。 こ の と き

資本家は，追加資本 におけ る流動資本の 割合 を増や し 「よ り多 くの 人手を雇用 する よ うにし

むけ られ る」 とい う。 逆に，商品価格
一

定で 賃金率が ヒ昇するか ，もし くは賃金率
一

定で 商

品価格が 下 落する場合に は，「労働者の 分 け前は，か れ の 主 人の 犠牲 にお い て 増加」する 。

資本家 は利潤回復 を狙 っ て ，「で きる だ け人手 を少 な く雇 っ てお こ うとする」 ため，追加 資

本の うちよ り多 くを流動 資本 と して用 い ようとす る （lbid．，17−8 ； 訳 ，27）。

　 さらに バ ー トン は．資本蓄積に と もない ，流動資本 と固定資本 の 割合 は変化 して ゆ くと論じ

て い る。文明が発展 し資本蓄積の 進ん だ地域 と，そ うで な い 地域 とを比べ る と，前者の 地域

で は後者の 地域 に比 べ て ，流動資本に対する固定資本の 割合 は非常 に高い と論 じられて い る 。

さらに，資本蓄積 と ともに追加資本 の すべ て が 固定資本形成 にあて られる ならば．追加の 労働

需要が まっ た く生 じない 場合 さえあるとされ る 。 すなわち 「工 芸が 開発 され ，また文明が 拡張

され る に したが っ て T 固定資本は流動資本に対 して ますます大きな割合 を占め る
……

ある事情

の もとで は，勤勉 な人 々 の 年々 の 貯蓄分 の 全部が固定資本 に付加 され る……その 場 合 に はそ

れ らが労働需 要の 増加に な ん らの 効果を も有 しな い 」とされ る （／bid．，17 ：訳 ，26＞。

　 資本蓄積 に したが っ て，流動資本 に対する 固定資本の 割合 は一般 に上昇 して ゆ くとバ ー ト

ン が 論 じた背景に は ，賃金 と労働供給の 関係に対する，彼独 自の 見解が存在 した 。
バ ー

トン

は まず，た とえ実質賃金の 上昇が 出生率を上昇 させ た として も，新た に生 まれ た子供が労働

者 として機能 しうる まで に 15〜 20年 はかか るため，た だちに労働 供給 の 増加 には結び つ か

な い とする 。 さ らに ，実質賃金 の 上 昇が 労働供給の 増加に結び つ くとい う見解 に も否定的で

ある 。 実質賃金 の 上 昇が 労働供給に及 ぼす影響は．上 記 の 期間を こ えて もご くわ ずか で ある

と論 じて い る 。 「多 くの 職場にお い て 熟練 した勤労者は 21歳以下で は養成 され えな い 。 そ し

て こ の 時期を過 ぎた後で さえも， 賃銀の 騰貴が 労働の 供給の 増加に お よ ぼす影響は，量 にお

い て少な くまた 作用 にお い て ひ じ ょ うに緩慢で ある」（／bid．，20 ： 訳 ，30）。

　 ちなみにス ミ ス 自身は，実質賃金 の 上昇 は 出生 率 よ りも，乳幼児の 死亡 率を低下 させ る こ

とで労働供給増加に 貢献する と考えて い た。そ こで バ ー トン も，死亡率に及 ぼす影響 を検討

して い る 。
バ ー トン に よれば，労働者は従来の 慣習的思考か らなか なか抜 け出せ な い ために ，

「あ ま りに も しば しば先祖 を得 心 させ た もの と同 じ悲惨 な住宅に甘ん じ」 また 「稼 ぎ高の 余

剰 を怠惰の た め に，ある い は飲酒 で む だ 使 い す る」。 それ ゆ え，実質賃金 の ヒ昇は ，さ しあ

た り生活環境の 改善を もた らす こ とはな い として い る 。 （Jbid．，21 ：訳 ，31−2）

　バ ー トン は，実質賃金が 人口及 び労働供給 の 増加 に貢 献す る こ とは な い と した上 で，人 口

増加に作用 する 要因 と して，雇用機会に 言及する 。 労働者は， 自分が 結婚 し て 所帯を持 ちう
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る経済状況にあるか 判断する さい ，貨幣賃金 と生 活 費を比較 する こ とは しない とバ ー トン は

い う。 それ よ りは父親や その 隣近所の 人 々 と同様の 貨幣賃金 を得て い る か どうか 重視する と

い う。 こ こ か ら，
バ ー トン は労働者の結婚お よび人 口増加を規定する の は，実質賃金 の 水準

よ りは む しろ雇用 機会の 有無 で ある と論 じて い る 。 「結婚 を妨 げ る の は賃金 率の 不純分 に も

ま して 雇用 をみ い だす こ との 困難 さで あ る」 （lbid．，27 ： 訳 ，37）。

　その上 で バ ー
トン は，労働供給が あらか じめ過剰で，労働需要 が増加 して も実 質賃金が低

く抑 えられる の で ない 限 り，資本蓄積 とともに流動 資本 に対する 固定資本の 割合 は増加する

と考えて い る 。 こ の 場合 には ，資本蓄積 と と もに労働需要 は増加す る として も，逓減 的に増

加する にす ぎな くな くなる 。 「もし賃銀率を低い ままに して お くと い う影響を もつ …人 口 の

増加 に よ っ て先行 され な い 」な らば，資本蓄積は 「労働に対する有効需要の 付加に は とる に

足 らない 程 度で しか作 用 しえない 」 （lbid．，28 ： 訳 ，38）。 こ れが先 に 見た労働需要に つ い て

の
一
般的見解の 根拠 とな っ て い る の で あ る 。

　逆に，実質賃金 を低 く抑 える 条件が整 っ て い る場合 には，資本 蓄積 とともに 固定資本 に対

する流動 資本 の 割合 は ト昇 し，労働需要は よ り急速に増加する と考えられて い る 。 人 口 につ

い て は T すで に み た よ うに ，長期 的に は 雇用機会の 動 向に 左右 され る と想定 され て い る 。 そ

れ ゆ え，バ ー
トン に よれ ば 雇用機会お よび 人口 は，資本蓄積よ りも急速に増加す る こ と も

あれ ば，緩慢 に増加す る こ と もあるこ とになる 。 ただ， い ずれの 場合 も分配 は資本家に有利

となる ように決 定 されて い る。バ ー ト ン に よれ ば，資本家階級は，付加価値総額に 占め る 賃

金の 割合 を上昇 させ な い ように，そ の ときどきで追加資本に お ける流動資本 と固定資本の 割

合 を決定する 。 雇用機会の 増加 は，分配 関係が資本家 に有利 となる か ぎりで 実現 され る にす

ぎな い
14丿

。

　以上 の ように ，バ ー トン は 国富の 増加 （資本蓄積） と労働需要の 関係，賃金 と労働供給の

関係か ら，ス ミス 賃金 論へ の 批判 を展 開する 。 そ して前述の 歴史 的考察 とあ わせ て，国富増

加は ，労働者階級の 状態を改善させ つ つ ，比例 的な人口増加 を もた らす とい うス ミ ス の 見解

は，正 しくない と主張 して い る 。 こ うして バ ー トン は，1817年報告書の 救貧法批判 に つ い て ，

そ の 理論的出発点を覆す こ とで ，妥当性 を否定 しよ うと した の で あ る 。

第 3 節 労働者階級 の窮乏の 原因

　18世紀後半〜 19 世紀初 め イギ リス で の 急速 な人 口増加 と実質賃金 の 低下 は ，救貧法の 作

用 に よる とする E記報告書の 主張を否定す る の で あ れば バ ー トン 自身 はその 原 因を どの よ

うに考えて い た の だ ろ うか 。 本節 で は こ の 点 に つ い て検討す る こ ととした い 。

　バ ー
ト ン は， こ の 状況 を説明す る にあ た り，18 世紀初頭 か らの 中南米鉱 山で の 生産性上

昇 と ヨ ー ロ ッ パ に もた らされた貴金属量の 増加に 着 目する。 貴金属流通 量 の 増加 は，商品

全般に対する需要を増加させ ．物価水準 を上 昇 させ た とされ る。だが こ の よ うな貨幣価値の
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．
ド落に もか か わ らず，貨幣賃金 は比 例 的に上 昇 しなか っ た た め，実質賃金 は低下 した とバ ー

トン は論 じて い る 。 「最近 50年な い し 60年の 間に， イギ リ ス の み な らず， ヨ ーロ ッ パ の ほ

と ん ど の あらゆ る 国に起 こ っ た人口 の 著 し い 増加は，お そ ら くア メ リ カ の 鉱 山の 生産性の 増

加 か ら生 じて きた もの で ある 。 貴金属が増加 して豊富 にな っ たこ とが，労働 の 価格よ りも大

きな割合で 商品の 価格を引 き上 げる」
15）

（Barton　l817，　29 ： 訳 ，
40）

　 さ らに バ ー
トン は ，貴金属流通量 の 増加に よ りもた らされ た実質賃金の低下 を うけて，雇

用機 会 は増加 し，労働 者の 結 婚お よび人 口増加 が促 進 され た論 じて い る 。 「それ 〔貴金属が

豊富にな っ た こ と〕は ，労働者の 状態を引き下 げる と同時に，か れ の 雇用者の 利得を増加さ

せ る 。 また そ の 雇用 者は，それ だか ら 自己の 能力の お よびぶ か ぎりか れ の流動資本を増加さ

せ ，か れ が 〔賃銀〕を支払 う手段 を有す るか ぎり多 くの 人手 を雇用 する ように しむけ られる 。

　　 そ して また こ れ こ そが ， まさ に人 口の 増加に 対 して最 も有利な事態 で ある とみ られて

きた」 （／bid．，29−30： 訳 ，40−41，〔〕は訳者 による），、

　 とこ ろ で ．上記の よ うな説明が 成 り立 つ ため には 、貨幣価値 の
一
ド落に よ り物価が 一般 的に

騰貴する に もか か わ らず，貨幣賃金 は それ に比例 して上昇 しない こ とが示 され る必要が ある 。

バ ー トン は こ の 説明 にあた っ て ，社 会全体の 労働需 要お よび賃金総額は 「社会の 収入 と流動

資本 との 額 に全体的に依存す る」（lbid．，31：訳 ，42）と述べ て い る 。 生産的労働者へ の 賃金 は．

流動資本に よ っ て ，召使など不生産的労働者の 賃金 は，地主 ・
年金受領 者な どの 収 入 に よっ

て 決定 され る と考えて られ て い た とみて よ い だ ろ う
16）

。

　その 上 で ，バ ー トン は 固定資本の 流動資本へ の 転化は 困難で ある こ とか ら，さ しあた り流

動資本の 増加 は新た な蓄積 に よる ほか な い と主張す る 。 こ こ か ら流 動資本 は，貴金属流 通量

が増加 して も，それ に比例 して 増加す る こ と は ない と論 じられ て い る 。 すなわ ち 「固定資本

は，け っ して流動資本に転換され えない
。 製造業者はか れ の 将来の貯蓄分をそ れ に付加する

こ とに よ っ てかれの 流動資本 を増加 しうる」 ため に 「流 動資本 はあ る相 当 な程度 〔以 上 〕に

は増加され えな い 」とされ る （lbid．， 31 ： 訳 ，42，〔〕は 筆者に よる）。

　 また，バ ー
トン は単なる 貴金属流 通量 の 増加に加 えて，おな じ金属片が何 度も流 通す るこ と

で，そ の 何倍 もの 金額 の 取引 を成立させ る場 合に つ い て も考察 して い る 。 ここか ら，流動資本

総額 は，流通貴金属量 よ りもはるか に大 きい と見積もられる ことになる 。 こ の 説明に あた りバ ー

トン は，流通貴金属量 4000万ポ ン ドであるの に対して ，流動資本総額は 4億ポ ン ドで あるとの

想定 で考察 を進 める 。 そ して 仮 に流通貴金属量が 50％ （す なわ ち 2000万ポ ン ド）増加 した と

して も，流動 資本 は 5％増加す るにす ぎな い とされ る。流動資本総額は流通貴金属量 よ りもは

るかに大 きい の で ，後者の増加が 前者 に及ぼ す影響 は微 々 たるもの だ とい う説明が与 えられて

い る （／bid．，32 −3 ：訳 ，44）。

　 さ らにバ ー トン は，地 主や 年金受領者の 収入 は，物価上昇によっ て実質的に低下する点に つ い

て も考察して い る 。 貴金属流通量の 増加 に より流動資本が い くらか増加する として も，収人の 実

質的減少に より相殺される ため，労働需要および賃金 総額が増加する 見込み はさらに小 さくなる
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とされる 。 「地主および年金受領者の 所得の 減少は，製造業者の財産の 増加 （利潤 率の 高騰に より

発生する）が 生産的労働 者に対す る需要に付加するの とほとん ど同じ割合で ，家庭 の 召使に対す

る需要を縮小する」ため，「貨幣の 流人は比例的に賃金を引き ヒげない 」 とされる （lbid．，34 ：訳

45−46）。

　以上 の よ うに バ ー
トン は

， 流動資本総 額は流通貴金属量 に比 べ て は るか に大 きい こ とか ら，

後者の 増加が 前者に及ぼ す影響は ご くわ ずか で ある と論 じて い る 。 た とえ，こ の ような流動

資本がい くらか生産的労働者の賃金 を増加させ る として も，地主や年金受領者の 収入減によ

る，不生産的労働者の 賃金減少に よ り相殺され て しまうとい う。 こ の よ うな理由か ら，流通

貴金属量 の 増加 は貨 幣賃金 を比例的 に は引 き上げな い こ とが論 じられ て い る 。

　すで に見た よ うに バ ー
トン は，賃金 ヒ昇が結 婚 を促 進 させ るか，また死 亡率を減少させ る

こ とで 人 凵増加 を促進する と い う，ス ミス の 見解 を否定 した 。 そ して ，人口増加 は雇用 機会

に依存 して い る と考え．上 記 の ような実質賃金 の 下落は む しろ，人 口増加 を促進する と考え

て い た、またバ ー ト ン に よれ ば
， 追加資本の 形成に あた っ て ，固定資本と流 動資本の 比 率を

決定す るの は，付加価値総額に 占め る賃金の 割合で あ っ た 。 実質賃金の 下落は こ の 比率 を下

落させ る の で，流動資本へ の 投資 を急速 に拡大 させ，雇用機会 もまた 増加 させ る こ と に な る 。

貨幣価値の 下落に端 を発 す る実質賃 金の 下落 は ， 雇 用機 会 を急 速 に増加 させ ．人 凵増加 もま

た促進 す る と論 じられる わけで ある
17）

。

　こ の よ うに バ ー トン は ，中 南米鉱 山で の 生産性 上昇 と， ヨ
ー

ロ ッ パ で の 貴金属流通量 の 増

加か ら，当時の 実質賃金の 低下 お よび急速な人 口増加 を説明 した 。 救貧 法批判論者 の ように，

同法が その 原因で あ るとは考 えなか っ たの で ある 。 だ とすれ ば，救貧法に対する バ ー
トン の

評価 もお の ずと批判論者 とは異 なる こ と になろ う。 そ こ で 次節で は ，バ ー
トン が救貧法に 与

えた評価 と，そ れ をふ まえた政策提言に つ い て みて ゆ くこ とに したい 。

第 4 節 バ ー トンに お ける救貧法の 効果

　バ ー トン は，救貧法に対する彼の 立場 を論 じる にあた り，下 院特別委員会報告書に み られ

た，第 1 お よび 第 2 の 論点 へ の 反論を試て い る。そ こ で まず，同法が 生産的労働者の 雇用 フ ァ

ン ドを減少 させ ，就業労働者 をむ しろ貧 困に陥 れる とい う （同報告書第 2 の）論点に対する

バ ー トン の 反論 をみ て お きた い
18）

。

　バ ー
ト ン は 救貧法が もた らした とされ る害悪 を推 し量 る にあ た り，1776年か ら 1815年に

か けて の ，穀物価格 教 区手当， お よび人口 とを比較 し，穀物で は か っ た入口 1人あた りの

教 区手 当 を算出 して い る 。 それ に よれ ば，穀物価格 は 1770年代 か ら 1810 年代 にかけて 約 2

倍に増加 し て い る 。 また教 区手当は ，約 150 万 ポ ン ドか ら約 500万 ポ ン ド．人口 は約 750万

人か ら約 1100万 人に増加 して い る，， こ こか らバ ー トン は，穀物 で はか っ た人 口 1人あ た り

の 教区手当は，1770年代の 約 44 パ イ ン ト （1パ イン ト＝ 0．568の か ら， 1810年代の 50パ
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イ ン トに増加 した こ と を示 す 。 そ して，人口 1人あた りの 実質的な教区手当は それほ ど増加

して お らず，救貧法が労働維持 フ ァ ン ドに与えた害悪 は，貨幣で 見た教区手当の増加 よ りは

はるかに小 さい として い る （Barton　l817，　56 −8 ：訳 ，71− 3＞。

　救貧法廃止論の もうひ とつ の 論拠 と して ，労働者に過度 の 依存心 と怠惰 さを身に つ け させ

る と い うもの があ っ た 。
バ ー トン は救貧法が労働者に 道徳的な悪影響を与えた とする見解に

対 して も，概 して 否 定的で ある 。 彼 は 「正 しい 感情の こ の 欠如が救貧法に帰せ られ る とい う

こ とに はな らな い 」（lbid．，66 ：訳 ，82）こ と，それゆ えこ の 法律 の 撤廃が労働者の 勤勉 さや

節約心 を高 めるわけで はな い と論 じて い る。そ して救貧法は む しろ，労働 者の 生活を律す る

の に役立 っ た と評価 して い る 。
バ ー トン に よれ ば，将来起 こる か もしれ ない 身の破滅 よ りも，

は っ きりとした見通 しの もと予測 され る不都合 の 方が，人 間の行動を よく規制する 。 そ して

救貧法は，教区手当を請求す る と い う不名誉や ， ワ
ー

ク ハ ウ ス の悲惨 さ とい う明確な見通 し

を労働者に示すこ とで ，彼 ら の 生 活を規制する の に役立 っ て い る と い う 。

　救貧法廃止論者の 主張 を反駁す る
一方 で，バ ー トン は社会改善の 指標を死亡率に み た場合

の 救貧法の 効果 に つ い て 説 明を試て い る 。 彼は 1780年か ら，1809年まで の 約 30年間，5年

ご とに，平均 人口 と平均死亡者数 をと り，死亡率を算出し て い る 。
バ ー トン の 計算に よれば，

1780 −84年の 5 年間 に死 亡率 は 40．6 人に 1人 で あ っ た もの が，1805−09年に は 53．3人 に 1

人 まで 低下 して い る 。 こ こ か らバ ー トン は，こ の 時期 「悪徳または悲惨 もし くはそ の 両者が

最近の 40年以内に 1／4 だけ減少 して きた」 （／bid．，59 ：訳 ，74）こ とが論証 され る と して い る 。

こ こ か ら．救貧法 は労働者階級 の 状態を改善する の に効果が あ っ た と される 。

　以 上 の よ うに，バ ー トン によ れば，救貧法廃止論で 提示 され る害悪 に は，い ずれ も根拠が

な く，救貧法 はむ しろ労働者階級の 状態を改善する の に効果が あ っ た こ と に なる 。 それ ゆ え

「ひ とたび救貧法 が労働 の 価格を低め ない とい うこ とこ が 認め られ る な らば，それ ら 〔救貧 法〕

が 貧民の生活を楽にする の に，大変重 要な方法 と して 寄与す る こ とに なる の はた しかで ある」

（Jbid．，1817，65 ： 訳 ，81，〔〕は訳者 に よる）， もしくは ，「労働に対す る需要は ひ じ ょ うに 著

しく切 りつ め られ て きたの で ， 救貧法の 作用が なか っ た とすれ ば，貧民の 苦境は実際に大き

か っ たこ とだろ う。 こ の 場合に は教区制度 の 効果 は，ほ とん ど ま じり気 な しに良か っ た とわ

た しは考えざる をえな い 」 （／bid．，69 ；訳 ，85） とされ る の で あ る 。

　た だ しバ ー トンは救貧法 を手放 しで 評価 して い たわけで は ない 。 同法の 実施に ともなう問題

点がある こ とも指摘 して い る 。
バ ー トン は，救貧法が労働 の 維持 にあて られるフ ァ ン ドを減少

させ る とい う主張に は反対 したが ，同法が 実質賃金を引き下 げる圧力を持 っ て い た とい う認識

には必ず しも反対で は ない 。
バ ー トン は，イー

デ ン の 1797年 の著書 （Eden　l966，　v ．1，583）を

もとに，居住法の もとで の 監督官の
一
種 の独 占的地位が ，賃金を切 り下 げる 要因とな っ た こ と

を示 して い る 。 居住法の もとで は，労働者は他教区へ の移動を制限されて お り，教区手当の 請

求は，居 住区の 監督官に行 わ ざる をえない 。 だが 監督官 は基本 的に無給で あ り，その 地方の

地主や 農業資本家が そ の 役に つ い て い る こ とが多 い
19｝

。 そ こ で ，監督官の 中に は 教区手当支
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給の 条件 として，白分の農場にお い て ，切 り詰 め られ た賃金率の もと就労す る こ とを条件 とす

るもの がで て くる ，、 こ の よ うにバ ー トン は，救貧法運用上 の 不正 行為が，賃金を低下 させ る圧

力 とな っ て きた と し て い る 。 「もしも救貧法が 少 しで も賃銀率に なん らか の 影響 をもつ とすれ

ば．それ は結婚 を奨励する こ とに よ っ て で はな くして，労働者が たまたま居住 して い る教 区の

雇用者た ちに対 して
一
種の 独占を与える こ と

， また 少な くともその 労働者の 勤労を先買する権

利 を与 えるこ とによ っ て で ある と，わた しは考える」（Barton　l817，64 ：訳 ，79−80）。

　 また，バ ー ト ン は救貧法が 労働者の 浪費や 怠惰 を促進する こ とは否定 したが，怠惰 な者に

教 区手当が 支給さ れ て しま う問題 は否定 して い な い
。

バ ー
ト ン に よれ ば，労働者の うちまず

最初 に解雇 される の は， もっ とも勤勉 で はな い 者で あ るとされ る 。 教 区手 当が最初 に支給 さ

れ る 人々 は こ の よ うな人 々 で ある こ とか ら，バ ー
ト ン は 「教区課税に よ っ て 取 り立て られ る

大部分 の 額が ，その 社会の 最 も価値な き部分に 支出さ れ る とい うの は，たぶ ん真実で ある 」

（Barton　l817，65 ： 訳 ，81）として い る 。

　バ ー トン は，救貧法そ の もの に つ い て は
， 貨幣価値下落 と実質賃金低下 の 中で ，労働者階

級 の 生 活 を改善す る の に役立 っ た と評価する 。 だが，その 運用 に ともなう諸問題は決 して 小

さい もの で はない こ とか ら，同法 の 廃止 に は必ず しも反対で はな い 。

　 もし救貧法 を廃止す るの で あれ ば バ ー トン は  労働能力 はあ るが失業 して い る人 々 ， 

雇用 さ れ て い るが 賃金が 不十分な労働者，  病気 ケ ガ，老齢に よ り労働能力を失 っ た労働

者，  未亡人や孤児 ，に 分 けて 対策 を考 える必要があ る と主張す る 。 その 上 で ，バ ー トン は，

  か ら順 に教 区手当の 是非 と代替案に つ い て検討 して い る 。

　雇用促 進の ため に教 区手当を廃止 し，救貧 税 として徴収 されて い た貨幣 を本来 の 所有者 の

運用 に まかせ る とす る案が 当時見 られ た が，バ ー トン はその 効果 を疑問視す る 。 民間 の 事業

で こ の 資金が 利用 され れ ば，確か に雇用増加 に つ なが る 可能性 はある 。 だ が，こ の 資金が 固

定資本形成に あて られ るな らば，雇用創出 につ ながる とは限 らない 。 それゆ えこ の 案は，失 業

者お よ び低賃金労働 者の 救済 とい う点で は，教 区手当よ りも効果が薄い とバ ー トン は論 じて い

る 。 また，教 区に よる公 共事業，私的慈善 （募金）に よ る雇用事業とい っ た代替案に つ い て も，

それ ほ ど大規模 に は行 い えない として，効果は疑 問視 される 。 こ れ らの こ とか ら，バ ー トン は

失業者や低賃金労働者の 救 済に あた っ て は ，教区手当が もっ とも望 ましい こ とを示唆して い る

（／bid．，67−9 ： 訳 ，83−5）。

　次に，バ ー トンは低賃金労働者に対 する所得保障 を切 り詰める場合の 対 処につ い て 検討 して

い る 。 こ の場合には，低賃金その もの を解消す る方策が望 まれ るこ とになる 。
バ ー トン に よれ ば，

この 時期の 実質賃金低 ドをもた らした原因は，貨幣価値の ト落で あっ た 。 ただ彼は，この事態そ

の もの に対 する対応策 を講 じて い るわけで は なく，代わ りに過剰な雇用機会創出を阻止する方策

を提案して い る 。 雇用機会の 増加，お よび 人口増加が抑制されれ ば ，長期的には低賃金の 状況 を

改善で きる とい うの である 。 その ために，バ ー トン は住宅供給の 制限や ，従業員の 数に応 じた課

税が 効果的で ある として い る 。 また，すで に生 じて しまっ た 人 口 過剰へ の 対策に つ い て は，海外
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植民地 へ の 移民が効 果的である と主張 される 。 ただ費用の 節約 ， および国内生産 へ の 貢献 とい う

ことを考えれ ば，移民よ りも国内荒廃地へ の 植民の 方が望まし い と論 じられ て い る （lbid．，71−2 ：

訳 ，87−8）。

　最後に バ ートン は，  および  の 部類の 人々 に対する教区手当に つ い て は，共済組合に完全に

取 っ て代 えるの が望ましい と論 じて い る。その 際 負担の 公平性 を考えて   の 部類 に入 る労働者

自身の ための 組 合 と，未亡人や孤児の ための 組合 とは，分けて運営 されるべ きで あると論 じられ

て い る （ibid．，77−8 ：訳 ，94−5）。 また バ ートン は，共済組合には管理の まずさや不正行為が不可

避で あるために，経営状況の 悪化を免れ得ない とする批判が ある こ とを認めて い る 。 ただ しバ ー

トン はこ の 点 につ い て ， 破 綻の 原因の 多くは最初 の プラ ン の まずさにあ り， ずさん な管理や不正

行為が不可避で あるか らで はない と反論して い る 。 さらに，経営の 傾い た 共済組合に対する公的

支援につ い て は，む しろ破綻の おそれを高め る として反対して い る 。
バ ー トン によれ ば，加盟す

る諸個人が強い 関心 をもっ て経営を監視することが ，共済組合持続のため に不可欠で あ り，公的

支援は逆効果 となる （Jbid．，　79 ；訳 ，96）。

結び

　バ ー
ト ン は 18世紀後半〜 19世紀初め の イ ギ リ ス で の 労働者階級の 状態悪化が ，救貧法に

よ りもた らされた とす る下 院特 別委員会報告書 を批判 した上 で ．中南米鉱 山で の 生 産性上 昇

と，ヨ ー
ロ ッ パ で の貴金属流通 量の増加が そ の 原因で ある と論 じた。彼に よれ ば，貴金属流

通量増加に よ り物価 は全般的に騰貴 したが ，名 目賃金 は そ れ に比例 し て 増加 しなか っ た 。 こ

こ か ら生 じた実質賃金 の 低下 は，追加資本形成 におい て 流 動資本の 割合 を高め る こ とと な り，

雇用機会，そ して 人口 の 急速 な増加をもた らした とされる。

　そ して救 貧法 に つ い て はむ しろ ，労働者 階級 の 状態 を改 善す る の に貢献 して きた とバ ー ト

ン は 評価 して い た 。 ただ運 用 ヒの 諸問題 か ら，実質賃金の 低下 圧 力を持 っ た こ とは 否定 して

い ない 。 それゆ え彼は，救 貧法廃止論 に は必ず しも反対 で はなか っ た 。 救貧法 を廃止す るこ

とを考 える場合 ，バ ー トンは まず，課税 や住宅政策な どを通 じて，雇用機 会の 増加 が人口増

加 に結びつ か ない よ うにする必要が ある として い る 。 こ うすれ ば貴金属流通量 の 増加に よる

実質賃金 ド落とい う問題 を緩和する こ とが で きる とバ ー
トン は 考えて い た 。 そ れ で も生 じる

失業者の救済 に は，公共事業や 慈善事業よ りも手当給付 が望 ましい とす る 。 また失業対 策 と

して ，海外移民，国 内荒廃地 へ の 植民 も主張され て い る。さ らに，老齢 ・疾病
・
寡婦

・孤児

な ど労働能力を喪失 した人 々 に つ い て は，政府補助 を廃 し，民 主 的管理の 行 き届 い た 共済組

合 によ り救済 される べ きとバ ー トン は考えて い た 。

　上記の 政策的主張の 背後 にあ る理論的考察に は，イ ン フ レ ー
シ ョ ン と分配，機械 導入や入

口動態 に 関す る独 自の 考察 救貧法 に対す る好意的 な立 場 な ど， リカー ドウ を代 表 とす る当

時の 主流派 とは
一

線を 画す る特徴が み られ る 。 そ の
一

方で ，政策提言にお い て は ，過剰入口
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へ の 対策と して の 移民 の 提唱，共済組合の 議論 で み られた 自己責任 の 重視 な ど，当時 の 主流

派 と共通する 側面 もみ られ る。さらに バ ー
トン 自身， 自助や 勤勉 とい っ た経済的倫理 その も

の に も賛同 し て い た
2ω

。 ちなみ に， 自助 ・自己責任 と い っ た市場的倫理 を強調する議論は，

中世法に よる 労使関係の 規定が残存 して い た 当時 におい て は，進歩的 ・革新 的な性格 を持 っ

て い た
21）

。 バ ー トン はその ような意味で の 市場的倫理 に依拠 して い た一
方，市場経済が生 み

出す貧 困な どの諸 問題 につ い て ，独 自の 理論的視点 か ら追 ろ うと して い た とい える
z2）
。

た だ， こ の よ うな市場社会 に対す るバ ー トン の 二 面 的立場 は，彼 自身の 中で うま く消化 さ

れて い た とは い えな い 。バ ー ト ン は 当初，市場に よる調整を信頼す る と い う点で ，ス ミ ス や

リ カ
ー

ドウ と共通する とこ ろがあ っ た
23）

。 だが 『状態』 で は ，市場経 済における諸 問題 を考

察す るに あた り，その都度 理論的修正が加え られ て ゆ く。これ は，ス ミ ス や リカ
ー

ドウ の

理論 的枠組 みが ， 市場経済に対す る バ ー トン の 実感 に うま く応 え られ なか っ たこ とを示 して

い る 。 バ ー
ト ン は 『状態』以 後，上 記の 不

一
致を うけて 自ら の 理論 的基礎 を ど の よ うに定 め

て い っ た の か新 たに問われ る必要があ ろ う
24）

。 こ の 解明は，バ ー
トン の 経済学的議論の 全体

像 を解明す る上 で 大 きな意味 を持 つ に違 い な い 。

注

T）
本稿 は、経済学史学会第 70 回大会 （2006年 5 月 27 日 神奈川大学）報告 を加筆 ・修正 の うえ作成 され た．

当 日 コ メ ン トくだ さっ た会員 の 諸先生 方 に は こ の 場 を借 りて 、 改 め て 御礼申し上 げる 。 むろ ん 本稿 に おける

責はすべ て 筆者 に あ る こ とは言うまで もな い 。

21
バ ート ン は 生 前、経済学 と の 関連 で は 6 つ の パ ン フ レ ッ トと 1本 の 論文を公表 し て い る 。 『状態」 の ほ

か、過剰人 口対策と して 移民 を提 唱 した パ ン フ レ ッ ト （Barton　1830）、穀物法擁護 を 目的 に した パ ン フ レ ッ ト

（Barton　l833）な どが ある 。 彼 は また 1831 年 に は、リ ッ チ モ ン ド伯 （Duke　Richmond） の 知遇 を得て 、救貧

法 につ い て の 上 院特別委員会 で 証 言 を行っ て い る。バ ートン の 生 涯お よび 著作 の 概要 に つ い て は、真実訳 『状

態』巻末の 解説 の ほ か、Sotiroff（1952）、　 Sturges（1982）が詳し い 。
3）

こ れ ま でバ ートン の 議論は、リカー
ドウ の 新機械論形成 に 与えた影響をもとに議論 され る の が 通例 で あ っ

た。リ カ ードウ新機械論 とは、「経済学お よ び 課税 の 原理』第 3 版第 31 章 に 見 られ る 議論 で 、機械導 入 はす

べ て の 人 々 に 利益 とな る とい う従来の 立場を 変 更 し、労働者 階級 に は 不利 益 を もた ら し うる こ と を論 じた も

の で ある 〔Ricardo　l951，386 −97 ：訳 ，444−56）。な お バ
ー

トン の 機械 論 に つ い て は、真 実 （1959） お よ び 中 山

（1987）が 詳 しい 。また石 井 （2003；2005；2006＞も立 ち 入 っ た考察 を与えて い る 。

4｝
原名称 に つ い て は、巻末参考文献 リ ス トを参 照 の こ と。 本 稿 で は 以 後、こ の 報告書か ら参照 を行 う場合 に

は、Reportと略 記 す る 。
5）

】795年 6 月、バ ー
ク シ ャ

ー
の 17名 の 判 事が ス ピーナ ム ラ ン ドに 集 ま り、労働者の 救済策 に つ い て 話 し合 っ

た。そ し て、パ ン の 値段 と世帯人数 か ら必要最低 限 の 所得 を割 り出 し、そ れ に満 た な い 世 帯 に は手 当 を 支 給

す る と い うス ピーナ ム ラ ン ド方 式 が 採 決 さ れ た。こ の 方式 は ま た、老齢 ・疾病な ど に よ り労働能力 を失 っ た

者 だ けで なく、低賃金労働者 もし くは 労働能力の あ る 失業者 に も適応 され た。翌 96年 に は こ の 方式 を全 国的

に 採 用 す る 法改 正 が 行 わ れ、教区手当の 急速 な 増加 の
一

因 と な っ た と さ れ る。ス ピーナ ム ラ ン ド方式 が確 立

す る まで の 歴史的 経緯 に つ い て は、伊 部 （1982，11 −17） ほ か を参照、
fi）

エ リ ザベ ス 法 は 、1597 お よ び 160ユ年 に制定 さ れ た 法律で、そ の 後 の イ ン グ ラ ン ドに お け る 救貧法 の 出発

点 と さ れ る、，具 体 的 に は、  労働能力 を有す る 者 に は、政府が原材料 を供給も しくは雇主を紹介し、強制的

に 就労 させ る （当時、非 就 労者は取 り締 ま りの 対象 で あ っ た 。 こ の 規定 は救済事業 と い うよ り治安対策 の 側

面 が あ っ た ）、  孤 児 に つ い て は 徒弟修行 を 義務づ け、  労働 能力 を有さ な い 乳幼児、老人 、 非壮健者 に つ い

て は 最小 限度の 生活を保障す る 、 とい うこ とが規定されて い た。
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7〕

同委員会設 立 まで の 経緯 に つ い て は、伊部 （1982，43 −45）、高島 （1966，106−9）な ど を参照 。

s〕
ス ラ ッ フ ァ に よ れ ば、バ ートン は 『状態』 を 1817年の 6 月中 に執筆 した （Ricardo　1952，　159 ：訳 ，189−

90）、 そ うで あれば、『状態』執筆末期 に、急 き ょ 同報告書 の 内容が 取 り入れ られ た こ とに な る。「状態』で の

同報告書へ の 言及 が 、 冒頭 で の 長文の 引用 で 済まされ て い る （Barton　1817，5 −7 ：訳 ，13 −15） の は こ の た め

で あ ろ う。

9〕
以下 の 要約 に つ い て は大沢 （1986，41−44）を参照，，

1°：h1817
年 の 報告書から 34年の 救貧法改正にい たるまで の 過程で 、大 きな影響 を与えた経済学者は、一

般に

マ ル サ ス で あ っ た とさ れ る （渡会 1999，49−53）。同報告書で救貧法批判 の た め に提示 さ れ た 3 つ の 論点 の うち 、

第 1お よ び第 2 の そ れ につ い て は、マ ル サ ス の影響 （Malthus　1996，83−7 ：訳 ，66−8）が確か に見 られ る。と

は い え 1817年 の 報告書 で は、労働 の 維持 に あて られ る フ ァ ン ドの 大きさは、国富お よび労働需要の 増加に よ

り規 定さ れ る こ と、さ ら に この フ ァ ン ドは、労働需要を増加 させ，賃金を上 昇させ る 「唯
一

の 手段」で あ り、

「労働需要が そ の 供給よ りも速や か に増加する な らば、高賃金 は当然の 結果で あ る」（Rep ・rt，35，訳出は バ ート

ンが 『状態』 で 引用 し、真実氏が訳 した もの を参照 ，Barton］817，7 ；訳 ，14−5） こ とが 述べ られ て お り、ス

ミス 賃金 論 と の 類似性が み られ る 。

11）
ス ミス 賃金論 の 理 論構造、バ ートン の ス ミ ス 賃金論批 判 の 詳細 に つ い て は石 井 （2003＞を参照。

12｝
た だ し、ス ミ ス 自身 は 同報告書 に 見 られ る よ うな救貧法批 判 を 展 開 して い る わ け で は な い 。ス ミ ス は た だ 、

手当支給を受け る者の 所属教区 を確 定す る た め に 定め られ た居住法 が、自由な労働移動 を 妨げ て い る こ と を

指 摘 す る にす ぎな い （Srnith　1789，137−42 ：訳 ，226 −36）。
13｝

最初 に、ヘ ン リー8 世 の 時代 （1509〜1547年） に つ い て、国 富増 加 と人 口 と の 関 係 が 考察 さ れ る。バ ー

トン に よれ ば、こ の 時期 は バ ラ 戦争 （1455 −85 年）の 終結、封建的圧 政 の 衰退など に よ り、商工 業 の 発展が み

られ た。だ が こ の 時期 は、国富 の 増加 に有利 な状況 で あ っ た に もか か わ らず、入 口減少 に 関す る不平 が 広範 に

見 られ た とい う。次 に、名誉革命 （1688年）頃 か ら 18 世紀半 ば ま で の 時期、そ の 時点か ら 19世紀初頭 ま で の

時期 とが 検討 さ れ る 。 そ して 後者の 時期 に は、前者の 時期 と比 べ て 人 口 増加が は る か に 急速 で あ っ た に もか か

わ らず 、 国富増加 は 、 それほど急速 に は加速しなか っ たとされる （Barton　l817，7 −14 ：訳 ，14−24）。

14，

こ の 点につ い て は、石井 （2003，64−5） を参照の こ と，，
15｝

バ ー
トン は貴金属流通量の 増加 に よ る貨幣価値 ド落が、実質賃金を引 き ドげ る とい う認識をマ ル サス の 『穀

物法 に 関 す る諸観察』（Observations　 on 　the　Ei／fects　of 　the　C θrn 　Laws ，1814）か ら引 き出 し て い る。マ ル サ ス は、

ア メ リ カ におけ る新鉱山の 発見 に よ り、ヨーロ ッ パ の 穀物価格 は 3〜4倍 に騰貴 した に もか か わ らず、貨幣

賃金 は 2倍程度に しか な らなか っ た と論 じて い る （Malthus　1970，105）。

16，
労働需要を規定す る の は 流動資本の み で あ り、固 定資本は 関 係 し な い とい うとき、バ ートン は生産的労働

．
者を念頭 に置 い て い た とい え よ う
17）

た だ し、こ の ようなバ ート ン の 説明が、歴 史的的妥当性を もつ か どうか は、慎重 に判断す る必 要が ある 。

マ ル ク ス は、18世 紀前半に比 べ て後半で は、機械 よ りも労働 に よ る 生 産 が促進 さ れ た こ と を示 す バ ートン の

見解 に異を唱えて い る （Marx　l967，585−6 ：訳 ，791）。イギ リス で は 18 世紀後半から産業革命が進行 した こ

とを考 え れ ば、マ ル ク ス の 反論 に は 説得力が ある 。

Is）
救貧法そ の もの は労働者の境遇 を悪化させ る作用 を持 た な か っ たこ と、また 18世紀後半〜　19世紀初 め

に かけ て の 急速な人口 増加 と実質賃金の 低下 は、救貧法 で は なく貴金属 の 価値下落 に 由来す る点 に つ い て は、

Barton （1820＞で も繰 り返 し論 じ られ て い る。
19〕

救貧行政が教区を単位として おり、中央政府の 指揮監督から全く独立して い たこ と、そして貧民監督官が無給

の 職務で あっ た ため に、しば しば 職務の 怠慢 や 貧民 の 抑圧 が み られ た点 につ い て は、小山 〔1966，246−7）を参照 。

2ω
　バ ートン は労働者 の 福祉が、第三者の 手 に ゆ だ ね られ る こ と に 対 し て、次の ように 反 対 して い る 。 「近代

の 博愛 主 義者 に よ っ て あまりに もしば しば忘れられて い る 賞賛すべ き格言、あまりに 世話をや きすぎる な （pas

trop 　gouverner ）と い う格言 を心 に 留め て お くよ うに 、さ らに 望 ま れ て もよ い で あろ う」 （Barton　l81Z　80 ：訳 ，

97）。
21） 1834年 の 新救貧法 は

一
般 に、院 外救 済 の 極 端 な 制限 や 劣等処遇 の 原 理 な ど、産業 資本家階級 に よ る 労働

者抑圧 の 動 きと し て 理解 され る こ とが 多 い 。 こ の よ うな側面 は確 か に あ る もの の 、徒弟条例や 法定に よ る上

限 賃 金 な ど 中 阯法 的 な枠 組 み を 否 定 し、近 代 的 自由 の 原 理 確 立 に 寄 与 した と い う側 面 も存在 して い た。こ の

点 に つ い て は 、（小山 1966，240 −1）を参照。
’？2）

こ の よ うな態度 は、同時代 に お い て 労働者の 「被救済権」 の 確 立 を め ざす論者 に も見 られ た。ス ク ロ ウプ、

リード、ロ イ ド、ロ ン グ フ ィ
ール ドとい っ た論 者 た ち は、「市場 の 言葉 」 を 話 る

一
方 で 、「権利 の 言 葉」 を 強 調 し、
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あ りうべ き資本 主 義経済 の 姿 を 論 じ よ う と し た （森下 2001，iv−v ）。 た だ し、い ずれ の 論者 もそ の ヴ ィ ジ ョ ン

を支え る に 足 りる、理 論 的 基 礎 を十 分 に持 ち 合 わせ て い た わ けで は な い 。
z3） Sturges（1982，　367）に よ れ ば、バ ー

トン は研究活動の 初期に は 「熱心 な ア ダム ・ス ミス の 信奉者」で あっ た。
バ ートン 自身も 1833年の パ ン フ レ ッ トで 研究初期 の 状況を振 り返 っ た際、「「国富論』の 著者の 雄弁な言葉 は、私

が 始 め て読み終えた ときに は 、 私の 歓喜した心 の 中で 輝い て い た」（Barton　1833，　vli ）と述 べ て い る 。

2，t／
こ の 点 につ い て は さ しあ た り、次 の 記 述 が 与え られ る。バ ートン は 1818年 に ヨ ーロ ッ パ を 旅行 し、訪問

先 の ス イス で は独立生産者か らなる農村共同体 を見 て、非常 に大 きな感銘を受けた （Sturges　l982，370）。 そ

れ 以 来彼 は、国民 の 幸福 の 増大 に は 国富その もの の 増加 よ り、 その 分配が む しろ 重要 で あ る と 考え 、 当時の

主流派経済学 か ら距 離を と る よ うに な る。1830年の パ ン フ レ ッ トで は、バ ート ン は 当時の 経済学者 た ち を、

国富の 増加ばか り考察 して その 分配 に は無関心 に なっ て い る として、厳 しく批判 して い る （Barton　1830，42）。
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